
職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

改  正  案 現     行 
  
 （失業者の退職手当） 

第１３条 〔略〕 

２～７ 〔略〕 

８ 第１項、第３項及び第５項から前項までに 

定めるもののほか、第１項又は第３項の規定 

による退職手当の支給を受けることができる 

者で次の各号の規定に該当するものに対して 

は、それぞれ当該各号に掲げる金額を、退職 

手当として、雇用保険法の規定による技能習 

得手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、

移転費又は広域求職活動費の支給の条件に従 

い支給する。 

 ⑴～⑶ 〔略〕 

 ⑷ 職業に就いた者 雇用保険法第５６条の 

３第３項に規定する就業促進手当の額に相 

当する金額 

 ⑸・⑹ 〔略〕 

９・１０ 〔略〕 

１１ 第８項第４号に掲げる退職手当の支給が

あったときは、第１項、第３項又は第８項の

規定の適用については、次の各号に掲げる退

職手当ごとに、当該各号に定める日数分の第

１項又は第３項の規定による退職手当の支給

があったものとみなす。 

 ⑴ 雇用保険法第５６条の３第１項第１号イ

に該当する者に係る就業促進手当に相当す

る退職手当 当該退職手当の支給を受けた

日数に相当する日数 

 ⑵ 雇用保険法第５６条の３第１項第１号ロ

に該当する者に係る就業促進手当に相当す

る退職手当 当該就業促進手当について同

条第５項の規定により基本手当を支給した

ものとみなされる日数に相当する日数 

１２・１３ 〔略〕 

 〔同左〕 

第１３条 〔略〕 

２～７ 〔略〕 

８ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴～⑶ 〔略〕 

 ⑷ 職業に就いた者 雇用保険法第５６条の 

２第３項に規定する就業促進手当の額に相 

当する金額 

 ⑸・⑹ 〔略〕 

９・１０ 〔略〕 

１１ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 ⑴ 雇用保険法第５６条の２第１項第１号イ

に該当する者に係る就業促進手当に相当す

る退職手当 当該退職手当の支給を受けた

日数に相当する日数 

 ⑵ 雇用保険法第５６条の２第１項第１号ロ

に該当する者に係る就業促進手当に相当す

る退職手当 当該就業促進手当について同

条第５項の規定により基本手当を支給した

ものとみなされる日数に相当する日数 

１２・１３ 〔略〕   

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。



※ 雇用保険法の一部改正について 

 

現下の厳しい雇用情勢を踏まえ、非正規労働者に対するセーフティネット機能等

の強化のため、雇用保険法の一部が改正され、非正規労働者に対する雇用保険の適

用範囲が拡大された。 

 

非正規労働者の雇用保険適用範囲 根拠規定 

【旧】週所定労働時間が２０時間以上で 

６か月以上の雇用見込みがあること。 

雇用保険法に規定なし（業務取扱要領で

規定） 

 

 

 

非正規労働者の雇用保険適用範囲 根拠規定 

【新】週所定労働時間が２０時間以上で 

３１日以上の雇用見込みがあること。 

雇用保険法に新たに規定（第５６条の

２） 

→従前の第５６条の２は第５６条の３に

移動 

 


